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  1 

提言の要旨 
【徴収率向上の債権管理体制】 

 

現  状 
●自治体債権の徴収率が１００％になっていない！ 
 

 
 
 

現状に対する課題 
   ●情報の共有化分析  ●研修制度分析    ●人員配置の分析 

 
 

             

提  言                   

 
 
 
 
 
 
 

 
  

 
 
 

効  果 
●連携力強化       ●徴収意識統一      ●ノウハウの蓄積 

情報の共有化 債権管理課への

職員派遣     

 
職員研修     

ノウハウ蓄積

のための人事

異動 

 

債権管理課の設置 


